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風力発電の系統連系システム
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　まえがき

　風力発電は自然エネルギーを利用しており，地球環境に

優しいことなどから年々導入量が増加している。一方，風
力発電は，計画的に発電電力を制御することが困難である

ことから，電力系統へ連系する風力発電設備容量が増大す

るにつれて電圧安定度や周波数安定度に関する電力品質の

維持に支障をきたす可能性がある。必要対策の筆頭に挙げ

られるのが，時々刻々変化する発電電力を併設した蓄電設
備へ充電または蓄電設備から放電することにより，風力発
電所系統連系点の電力を平滑化する「風力発電電力安定化
装置」である。

　本稿では富士電機の風力発電へのかかわり，風力発電シ

ステム用の電力安定化装置に関して述べる。

1.1　風力発電の国内動向

　日本の風力発電導入量の推移を図 1に示す。1995年か

ら国による風力開発フィールドテスト事業補助制度，新エ

ネルギー導入促進対策補助制度が実施され，さらに電力
会社が事業用風力購入メニューを開発したことなどにより，

2000年以降急速に導入量が増加している。2005年 3月末
時点の導入量は約 92.6万 kW，924基であり，国の新エネ

ルギー導入目標（うち，風力発電の 2010年度における導
入目標は 300万 kW）に対して約 1/3を達成している。

　1基あたりの平均出力を 1,000 kWと仮定すると，今後
5年間に 2,000基を新たに建設する必要がある。しかしな

がら系統連系にかかわる問題が顕在化しつつあり，目標達
成には何らかの対策が必要となってきている。このため経
済産業省，学識経験者，電力会社，風力発電事業者などか

総
設
備
容
量
（
kW
）

総設備容量（kW）

総設備基数（基）

典拠：NEDO技術開発機構ホームページ（2005年3月末現在）
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図1　日本における風力発電導入量の推移
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ら構成される「総合資源エネルギー調査会新エネルギー部
会風力発電系統連系対策小委員会」が設置され，2004年
7月 27日に中間報告書（案）を発行，さらに 2005年 6月
23日に中間報告書に盛り込まれた対策のレビュー結果を

公表している。その後も，2010年導入目標量の達成に向
けて関係者間で具体的な対策実施方法などに関して検討を

継続している。

1.2　世界の風力発電導入量

　世界の風力発電導入量と導入国比を図 2に示す。

　2005年 3月末時点の導入量は，約 4,745万 kWであり，

1位のドイツは，単年度で日本の 2010年度までの導入目
標量である 300万 kW以上の建設が行われている。日本は，

前述のとおり 2000年から導入量が急増し，2004年から世
界のベストテン入りを果たしているが，ベストファイブの

国々と比べると，まだまだ導入量が少ないといえる。これ

は欧米諸国との政策の違いに加えて，日本は平坦（へいた

ん）地が少なく風の乱れが大きいこと，風況が良い地点は

北海道・東北・九州に集中していること，台風や落雷対策
が必要であることなどが要因である。

　富士電機における風力発電への取組み

　富士電機は，豊富な経験を有する発電・変電・系統制御
分野の製品群と技術力，プラント取りまとめ力および系統
解析技術力などを基に，積極的に風力発電システムに取り

組んでいる。主な実績を以下に述べる。

　1993年に国内初の本格的風力発電設備を導入した山形
県立川町（100 kW× 3基）へ，また 1999年には国内初
の本格的ウインドファームである株式会社ユーラスエナ

ジー苫前の苫前グリーンヒルウインドパーク（1,000 kW
× 20基）へ，さらに 2001年には当時の国内最大容量であ

る株式会社ユーラスエナジー岩屋の岩屋ウインドファー

ム（1,300 kW× 25基）へ系統連系設備を納入した。これ

らの国内の記録的風力発電所を含めて，2004年度までに

納入した風力発電設備用系統連系設備の合計値は，出力で

163,150 kW，基数で 106基である。

　また，2003年には岩谷産業株式会社が受注した島根県
企業局隠岐大峯山風力発電所（600 kW× 3基）において，

系統連系設備を含むプラント建設を実施した。大峯山風力
発電所は，離島のため系統容量が小さく風速や風向変動に

起因する風車の有効電力変動により系統の周波数変動許容
値を超過することが想定された。この対策として，単位時
間あたりの風力発電所出力変動量を抑制する世界初の「超
高速フライホイール電力安定化装置」も納入した。この風
力発電システムは，島根県企業局とともに，平成 15年度
新エネルギー大賞「新エネルギー財団会長賞」を受賞した。

　さらに，2003年 12月には富士電機システムズ株式会社
100％出資の株式会社ウインパワーを設立し，風力発電の

適地開発，風況精査（445ページの「解説」参照），環境
調査，システム設計などを行い，西目風力発電所（1,250 kW
× 1基，600 kW× 1基）のフルターンキージョブを実施
した。

　これらの実績により，系統連系設備のみならず風車を含
む風力発電システムすべてを，各風力発電事業者に対して，

安心と満足をともに提供することができると確信している。

　なお西目風力発電所は，2005年 3月から順調に風力発
電事業を実施している。

　系統連系に係る問題点と対策

　風力発電機の発電電力は，風速の 3乗に比例するので，

わずかな風速変動も大きな発電電力変動につながる。また

風速は，周期・量ともにランダムに変動するので風力発電
導入量が増加し，発電電力の変動量が増大すると，電力系
統の電圧変動や周波数変動を引き起こし電力品質の低下を

招く場合もある。

　電圧変動に対しては，他の発変電設備と同様に風力発電
機の運転力率を適正値に保つことや無効電力補償装置を併
設することなど，局地的対策が可能であるが，周波数安定
は系統全体の問題となる。

　前述の風力発電系統連系対策小委員会では，周波数安定
対策の具体的な手段として，以下を提示している。

　①　風況予測に基づく風力発電量予測システムの構築
　②　解列・出力制御方式の検討
　③ 　蓄電設備などの導入による風力発電の出力変動平滑

化
　④　電力会社間連系線の活用
　また経済産業者は，具体的な対策実施に係る支援制度お

よび技術面の調査・検討に着手している。

　以下に，周波数変動の発生要因とその対策，特に「電力
安定化装置」に関して述べる。

3.1　周波数変動発生要因

　周波数変動は系統全体に生じる問題であり，系統連系中
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図2　風力発電導入量国際比較
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の発電設備による合計発電電力と消費電力とのバランスが

崩れることにより発生する。電力会社では，時々刻々変化
する消費電力の変動に応じて常に発電電力をバランスする

ように該当発電所の発電電力制御を実施している。その概
念を図 3に示す。

（1）　微小変動分
　ガバナフリー（水力や火力発電所の調速機が有する自動
制御機能）機能により対応する。

（2）　短周期成分
　LFC（中央給電指令所にて，周波数偏差に応じて行う水
力や火力発電所の出力制御）機能により対応する。

（3）　長周期成分
　EDC（中央給電指令所にて需給予測を行い，水力や火
力発電所の運転・停止を含め出力制御）により対応する。

3.2　風力発電システムの発電電力変動

　風力発電機の発電電力変動例を図 4に示す。風速や風向
変動に伴い，数十秒周期，数分周期，数十分周期，数時間
周期の発電電力変動がランダムに組み合わされていること

が分かる。風速変動の影響を抑制する方法として，風速変

動を発電電力変動ではなく回転速度変動にて吸収する可変
速度機の採用が挙げられるが，可変速度範囲の制約などに

より数秒周期以上の変動は吸収することができない。すな

わち，固定速度機の場合は，さらに数秒周期の変動成分が

加わることになる。

　風力発電機の発電電力変動と負荷変動（消費電力変動）

が互いに相殺されるケースでは問題ないが，最悪のケー

スでは，両方の変動値が加算されることになり，ガバナフ

リーや LFCによる周波数調整容量が不足し，周波数を系
統運用目標値内に保つことができなくなる可能性がある。

これが，離島など系統容量が小さい地点に風力発電設備を

設置する場合や，系統容量が大きくても系統容量に対して

一定比率以上の風力発電設備を集中して多数導入する場合
の問題点となる。

　さらに台風などにより，風速が 20〜 25m/s以上に達す

ると風車はカットアウト（停止）するが，これは風車の発
電電力を定格値から短時間でゼロに減じることから，電力
系統の動態および過渡安定領域での問題も引き起こす可能
性がある。

3.3　周波数変動（有効電力変動）抑制策

　電力会社の LFC調整力（量と応答速度），負荷変動量，

許容風力発電変動量の関係を図 5に示す。

　図 5に示すように風力発電導入量を増加させる手段とし

ては，次の 4方式がある。

　①　所要 LFC調整量を増加する。

　②　LFC制御遅れ角を小さくする。

　③　負荷変動量を少なくする。

　④　風車出力変動率（ε）を小さくする。

　しかしながら，①および②は，各電力会社の設備構成な

どにより決定されているので，風力発電のために短期間で

設備構成などを変更・新増設することは困難である。また，

③は需要家の消費電力変動であり，これを抑制するのは不
可能である。

　したがって，風力発電導入量を増加させるためには，当
該系統における LFC調整力，あるいはガバナフリー調整
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能力に応じて，風力発電機の合計発電電力変動量を，風車
許容変動量以下に保つ必要がある。これを実現する手段が，

時々刻々変化する発電電力を蓄電設備へ充電，または蓄電
設備から放電することにより風力発電所系統連系点の電力
を平滑化する「電力安定化装置」である。

　離島など単独系統においては，ディーゼル発電設備を主
体に電力供給を行っている。ディーゼル発電機は，約 1分
間で最大出力から最低出力まで制御することが可能であり，

比較的短い変動周期の消費電力変動および風力発電機の発
電電力変動を吸収・制御することが可能である。ただし，

頻繁な出力制御はディーゼル発電設備の寿命面に悪影響を

与える可能性があり，調速装置の高感度化には制約がある。

したがって，離島など単独系統においては，図 3のガバナ

フリー領域に属する周期が数分以下の微小変動分発電電力
変動量を抑制することが必要である。

　一方，基幹の電力系統は，主に火力発電所の運転・停止
を含む発電電力制御により，消費電力変動や風力発電設

備の発電電力変動を吸収し，発電電力と消費電力とのバラ

ンスを保つことにより周波数を規定値に維持している。し

かしながら火力発電所の発電出力制御速度は，ディーゼル

や水力発電所に比して遅く，十数分から数十分を必要とし，

かつ最低出力制限や制御可能幅制限などがある。

　したがって，多数（大容量）の風力発電設備を基幹の電
力系統に連系するには，ガバナフリー周波数領域の負荷変
動抑制に加え，LFC領域の短周期変動，つまり周期が数
十分以下の発電電力変動量を抑制することが必要である。

各種発電設備の出力調整可能率の例を図 6に示す。

　なお，本稿では詳細な記述を省略するが，図 3に示した

とおり夜間は需要電力が少ないため，EDCにより運転し

ている発電所数が少なくなる。このため，電力系統の調整
力も少なくなっているので，夜間に風力発電許容変動値を

保つには，さらに平滑可能力の大きな蓄電設備の設置また

は風力発電機の停止が必要となる場合もある。

3.4　電力貯蔵装置の種類と特徴

　風力発電設備を系統連系するためには何らかの電力貯蔵
装置との組合せが必要であることを述べたが，その種類と

特徴を表１に，各電力貯蔵装置の実用的な最大電力と貯蔵
電力量との関係を図 7に示す。また代表的な方式について
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表1　電力貯蔵装置の種類と特徴（1）

新型電池

高密度，
分散適合

10～15年
毎日フル充放電時

一部は実用化段階

60～150

15～25

低コスト化，
高効率化

70～80%

～数秒

超電導コイル

長寿命，
高速応答

30年
毎日フル充放電時

要素技術開発

10～30

低コスト化，
高超電導技術開発

70%

～1秒

フライホイール

長寿命，
高速応答

30年
毎日フル充放電時

要素技術開発〈注1〉

～35

大型化，
高速回転化

80%（目標）

～1秒

キャパシタ

高速応答，
長寿命，
分散適合

20年
毎日フル充放電時

基礎研究モデル
実証

高密度化，
低コスト化

80%（目標）

～1秒

圧縮空気貯蔵

大容量，
長寿命

30年
毎日フル充放電時

パイロット機開発
段階

300

15～2020

低コスト化

70%

～数分

揚水発電

大容量，
長寿命

30年
毎日フル充放電時

実用化済み

15～20

15～20

環境調和，
用地確保

70%

～数分

超高速
フライホール〈注2〉

高速応答，
長寿命，
分散適合

20年
毎分フル充放電時

一部は実用化済み

5～10

～5

低コスト化

90%

～0.2秒

特　　　　徴

寿　　　　命

課　　　　題

現状（万円）

目標（万円）

コ ス ト

〈注1〉沖縄電力株式会社にて，26.5MVA　210MJ機が運転中
〈注2〉出典には記載なし（最近の調査結果を記載）：100kW 30秒機および200kW 45秒機が実用化済み

（出典：電気協同研究．vol.56, no.4, 2001. ）
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フライホイール方式

バッテリー方式

スーパーキャパシタ
または超高速

フライホイール方式

図7　電力貯蔵装置の最大電力と貯蔵電力量
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説明する。

（1）　 電気エネルギー（各種蓄電池，電気二重層キャパシ

タ）活用方式
　各種蓄電池は静止型であり必要容量の蓄電池を自由に配
置できるが，高サイクルの充放電回数に制約があるので，

図 3に示す短周期および長周期成分の抑制に適している。

また，蓄電池を高サイクル微小変動分の抑制に使用するた

めには，kWh容量を大きくし放電深度を考慮する，また

は充放電制御量シフト方式の採用などにより，蓄電池長寿
命化を図る必要がある。

　独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構
（NEDO技術開発機構）では，長周期変動抑制をも考慮し

た風力発電所出力平準化システムの実証試験を実施してお

り，蓄電池の種類として，レドックスフロー電池，ナトリ

ウム・硫黄（NaS）電池および鉛電池が適用されているが，

今後はニッケル水素蓄電池なども登場すると思われる。

　また，化学反応を介さずイオン移動で電力を貯蔵する電
気二重層キャパシタは，補機が不要であること，高効率で

あること，フル充放電サイクル寿命が長いことなどから今
後の活用が期待されている。ただし単位体積あたりの蓄積
エネルギー量の面からは，後述の超高速フライホイールと

同様に，変動周期が早い微小変動成分の抑制に最適な機種
である。

（2）　運動エネルギー（フライホイール）活用方式
　フライホイール方式には，高速フライホイール方式と超
高速フライホイール方式とがある。回転体の蓄積エネル

ギー量は回転速度の 2乗に比例する。超高速フライホイー

ルは，定格回転速度を高速フライホイールの 10倍以上の

40,000min－ 1程度とし，同一質量の回転体蓄積エネルギー

を 100倍以上に増加させた方式である。

　この方式は，発電機の外形寸法を小さくできるとともに，

即応性が高く，高効率でかつフル充放電回数にほぼ制約が

ないという特徴があるが，エネルギー蓄積量に制約がある

ことから，微小変動分の抑制に最適である。

　また，回転速度を検出することにより蓄積エネルギー量
を正確に把握できるので，適切な制御方式を適用すること

により，電力安定化装置の kWh容量を低減することが可
能である。

3.5　風力発電所用電力安定化装置

　ここでは電力安定化装置として電気エネルギー活用また

は運動エネルギー活用方式について述べる。電力安定化装
置の構成例を図 8に，適用する蓄電装置の種類と特徴を表

2に示す。

　この方式は，双方向インバータを使用しているので，入
出力電流位相角の制御が可能である。したがって有効電力
制御に加えて無効電力も同時に制御することが可能である

ので，風力発電システムの電力系統連系に際して，もう一
つの検討課題である電圧変動問題に関する対策装置の機能
を兼ね備えている。

　超高速フライホイール電力安定化装置の実動作結果の一
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＋

＋

平滑化した連系電力 変動電力分の吸収

風力発電機

出力変動抽出部 安定化制御演算部

出力制限演算部

充放電
電力指令

回転速度
または

蓄電設備電圧

風力発電出力Pe

充放電電力
補正演算部

双方向
インバータ

超高速フライホイール
または
電気二重層キャパシタ
または
バッテリーシステムコントローラ

電力
貯蔵装置

風車出力 安定化装置出力合計出力

図8　電力安定化装置の構成例

表2　電力貯蔵装置の種類と特徴（2）

超高速フライホイール
（FFW-300S）

運動エネルギー○

◎

○

○

◎

△

100ms以下

短周期繰返し可能（特性劣化なし）

フライホイール用コンバータ，
真空ポンプ，チラー（冷却機）

回転速度（2乗に比例）

インバータ容量で決定（蓄電装置の
直並列接続）

電気二重層キャパシタ
（スーパーパワーキャパシタ）

物理的なイオン移動（電気を電気で直接充
放電）◎

◎

○

◎

○

○

10ms以下

短周期繰返し可能（若干の特性劣化あり）

冷却用ファン

電圧（2乗に比例）

インバータ容量で決定（蓄電装置の直並列
接続）

二次電池
（鉛，NaS，レドックスフロー）

化学反応○

△

○

△

×

△

1,000ms以下

短周期繰返し困難（特性劣化あり）

鉛電池：なし
他電池：循環ポンプ，ヒータ，その他

電圧（非線形：正確な把握困難）

インバータ容量で決定（蓄電装置の直
並列接続）

蓄 電 方 法

応 答 速 度

補　　　　機

蓄電量の把握

最 大 電 力

繰返し頻度
（寿命）

（出典：電気協同研究．vol.56, no.4, 2001.）
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図9　有効電力インディシャル応答特性例
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部を以下に述べる。電力安定化装置に要求される応答速度，

制御対象となる変動周期，必要最大電力および必要電力量
などは，各種蓄電池や電気二重層キャパシタなどほかの電
力貯蔵手段を用いた場合も同じである。

（1）　超高速フライホイール方式のインディシャル応答特性
　超高速フライホイール方式の有効電力インディシャル応
答特性例を図 9に示す。この電力安定化装置は，微小変動
分の変動周期も制御対象としているので，応答速度は一次
遅れ時定数換算で数百ms以下が望ましい。インディシャ

ル応答試験結果では，有効電力変換器の遅れ時間を含めて，

一次遅れ換算時定数は約 220msであり，無効電力制御回
路の一次遅れ換算時定数は 38msであった。

（2）　超高速フライホイール方式の有効電力変動抑制特性
　システムコントローラの制御定数設定値の最適設定化に

より，超高速フライホイールが吸収・放出するエネルギー

の周波数領域（有効電力変動周期）を任意に変更できるこ

とを確認している。最大出力，貯蔵電力量などの関係から，

微小変動分のみを抑制の対象とする場合は，電力安定化装
置の応答領域を変動周期で 10〜 100秒程度に設定するこ

とが望ましい。また，最大出力および貯蔵電力量を増加す

ることにより短周期成分も変動抑制の対象とすることが可
能であるので，この場合は電力安定化装置の応答領域を変
動周期で 10〜 1,000秒程度に設定することが望ましい。

　離島の微小変動分を抑制対象とした超高速フライホイー

ル電力安定化装置の有効電力変動抑制特性例を図 に示す。

風力発電機からの発電電力は数秒から数分周期で 100 kW
から 300 kWの範囲で有効電力の変動が認められるが，超
高速フライホイール電力安定化装置は，上記値を 100 kW
以下に低減していることが分かる。

　この離島の発電設備は，合計容量 31,000 kWのディーゼ

ル発電機であり，2000年度における最大需要は 24,900 kW，

夜間の最小需要は 8,500 kW，昼間の最小需要は 12,400 kW
であった。この電力系統に 600 kWの風車 3台を連系し，

数分以内の有効電力変動量を規定値以下に抑制するととも

に電圧変動値も規定値以内とすべく，有効電力抑制範囲＋－
0〜 200 kW，貯蔵電力量＋－ 9,000 kWs，無効電力制御範囲
＋－ 0〜 200 kvarの超高速フライホイール電力安定化装置
を採用した。

　採用した超高速フライホイールは回転速度（エネルギー

貯蔵量）を規定値以内に保ちつつ，有効電力変動量を規定
値以下とすべく，制御定数の最適化を図っている。

　1分間における発電電力の変動値（最大値 -最小値）と

その発生頻度および電力安定化装置を併設したことによる

変動抑制結果を図 に示す。電力安定化装置の効果により，

100 kW以上の変動発生頻度が大幅に低減されていること

が分かる。

3.6　ハイブリッド電力安定化システム

　3.5節で紹介した風力発電設備用超高速フライホイー

ル電力安定化装置は，微小変動成分および短周期成分の電
力変動を抑制する場合に適したシステムである。同様に電
気二重層キャパシタ電力安定化装置も，この領域での電力
変動抑制用として適用することが可能である。

　さらに長周期成分をも対応するには，気象予測にも対応
できる各種電力貯蔵装置からなるハイブリッド電力安定化
システムが有効である。

　なお，気象予測に関しては，すでに資源エネルギー庁お

よび NEDO技術開発機構により調査・研究が進められて

いる。ハイブリッドシステムの構成例を図 に示す。
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図10　有効電力変動抑制特性例
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図11　有効電力変動値と発生頻度例
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図12　ハイブリッドシステムの構成例
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　あとがき

　風力発電は，地球温暖化などの環境問題対策に大いに寄
与するが，電力品質を維持するための系統連系制約や建
設・運用にかかわる関係機関の規制などにより，政府の導
入目標値達成に対するハードルは高いものとなっている。

このため「風力発電系統連系対策小委員会」では，2010
年度までに 300万 kWを達成すべく，種々の対策方式を

提示するとともに，対策の実施状況などの把握に努めてお

り，必要に応じて，さらなる対策の立案・推進を行うこと

も明言している。

　富士電機は，風力発電システムの性能・信頼性の向上に

努力し，各風力発電事業者および電力会社へ安心と満足を

提供するとともに，風力発電関連団体，委員会との連携協
力により，着実な風力発電推進に対して積極的に取り組ん

でいく所存である。

　また電力安定化装置に関しては，ライフサイクルコスト

ダウンを図るために，用途に応じた適切な電力貯蔵装置の

選択または組合せの研究，kW容量および kWh容量を必
要最低限とすべく各種制御方式の研究・開発・実証を継続
して推進していく。

　関係各位のさらなるご協力・ご指導をお願いする次第で

ある。
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解　説 風況精査

　風況とは，風の状態，性質のことを示す。広い意味
では，風の状況を表すすべての特性（平均風速の状況，

瞬間風速の状況，風向の出現率・状況，風速の出現率・
状況，風の乱れなど）を評して風況と呼ぶが，狭い意
味では，これらの特性のうち一つの量の状態を指して

風況と呼ぶこともある。風力発電導入の検討は，良好
な風況が期待される地域を風況データから抽出し，そ

の地域の周辺環境条件の調査に基づき設置候補地点の

選定を行わなければならない。その地点における詳細
な風況を調査することを風況精査という。

　この測定を実施することにより，発電できる電力量
および発電した電力を売電し，事業採算性を想定する。

測定は 1年間をかけて実施し，季節による変動を見込
む。

　測定にかかわる詳細は，独立行政法人新エネルギー・

産業技術総合開発機構（NEDO技術開発機構）からマ

ニュアルが発行されているのでそちらを参照いただき

たい。

　受風面積が 40m2以下（直径約 7m以下）の小型
風車の建設は，費用の面から実施されないことが多
い。また，風車の性能確認には，JIS C 1400-12（IEC 
61400-12）による計測方法が必要となる。

（a）測定部詳細

（b）風況測定ポール全景

40゜
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すべてのセンサは図のように避雷針から
40゜の角度の円すい空間の中にきっちり
納まるように配置する。特に最上層の風向
センサは損傷を受けやすいので気をつける
。

センサケーブルは束ね，タワー
に約1.5mピッチの目安で巻き，
テープで留めて下に導く。



＊ 本誌に記載されている会社名および製品名は，それぞれの会社が所有する

商標または登録商標である場合があります。




